
議案第  号 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条

例の制定について 

 地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例を次のと

おり制定するものとする。 

令和４年（２０２２年） 月  日提出 

宝塚市長 山 﨑 晴 恵 

 

宝塚市条例第  号 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条

例 

（宝塚市職員定数条例の一部改正） 

第１条 宝塚市職員定数条例（昭和２９年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第１条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間勤務の職を

占める地方公務員」及び「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

 第２条中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 （宝塚市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第２条 宝塚市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第９号）の

一部を次のように改正する。 

 第３条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間勤務の職を

占める職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 （宝塚市職員の定年等に関する条例の一部改正） 

第３条 宝塚市職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２０号）の一部を次のよう

に改正する。 

題名の次に次の目次及び章名を付する。 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条―第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条―第１１条） 



第４章 定年前再任用短時間勤務制（第１２条） 

第５章 雑則（第１３条） 

附則 

第１章 総則 

第１条中「）第２８条の２第１項から第３項まで及び第２８条の３」を「。以下

「法」という。）第２２条の４第１項及び第２項、第２８条の２、第２８条の５、第

２８条の６第１項及び第２項並びに第２８条の７」に改め、同条の次に次の章名を付

する。 

第２章 定年制度 

第３条中「６０年」を「６５年」に改め、同条ただし書を削る。 

第４条第１項中「次の各号のいずれかに該当する」を「次に掲げる事由がある」に、

「その職員に」を「同条の規定に関わらず、当該職員に」に、「その職員を当該」を

「当該職員を当該定年退職日において従事している」に、「引き続いて」を「、引き

続き」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、第９条第１項から第４項までの規定により異動期間（同条第１項に規定す

る異動期間をいう。以下この項及び次項において同じ。）（同条第１項又は第２項の

規定により延長された異動期間を含む。）を延長した職員であって、定年退職日にお

いて管理監督職（第６条に規定する職をいう。以下この条及び次章において同じ。）

を占めている職員については、第９条第１項又は第２項の規定により当該異動期間を

延長した場合に限るものとし、当該期限は、当該職員が占めている管理監督職に係る

異動期間の末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

第４条第１項第１号中「その」を「当該」に改め、「退職により」の次に「生ずる

欠員を容易に補充することができず」を加え、「とき」を「こと」に改め、同項第２

号中「その」を「当該」に、「できないとき」を「できず公務の運営に著しい支障が

生ずること」に改め、同項第３号中「その」を「当該」に、「とき」を「こと」に改

め、同条第２項中「前項の事由」を「前項各号に掲げる事由」に、「存する」を「あ

る」に改め、「ときは、」の次に「これらの期限の翌日から起算して」を加え、同項

ただし書中「その」を「当該」に改め、「定年退職日」の次に「（同項ただし書に規

定する職員にあっては、当該職員が占めている管理監督職に係る異動期間の末日）」

を加え、同条第３項中「引き続いて」を「引き続き」に改め、同条第４項中「任命権



者は」の次に「、第１項の規定により引き続き勤務することとされた職員及び第２項

の規定により期限が延長された職員について」を加え、「第１項の事由が存しなくな

った」を「第１項各号に掲げる事由がなくなった」に、「その」を「当該」に、「繰

り上げて退職させることができる」を「繰り上げるものとする」に改める。 

本則に次の３章を加える。 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

（管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管理監督職） 

第６条 法第２８条の２第１項に規定する条例で定める職は、次の各号に掲げる職と

する。 

(１) 宝塚市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１２号）第１３

条の２に規定する管理職手当の支給を受ける職員の職 

(２) 前号に掲げる職のほか、これらに相当する職として任命権者が定める職 

２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる職のうち、宝塚市立病院等において

医療業務に従事する医師及び歯科医師（附則第４項及び第５項において「医師等」

という。）の職は、同項の条例で定める職から除くものとする。 

（管理監督職勤務上限年齢） 

第７条 法第２８条の２第２項に規定する管理監督職勤務上限年齢は、年齢６０年と

する。 

（他の職への降任等を行うに当たって遵守すべき基準） 

第８条 任命権者は、法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等（以下この

章において「他の職への降任等」という。）を行うに当たっては、法第１３条、第

１５条、第２３条の３、第２７条第１項及び第５６条に定めるもののほか、次に掲

げる基準を遵守しなければならない。 

(１) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の状況及び職務経験等に基づき、降任又

は転任（降給を伴う転任に限る。）（以下この条及び第１０条において「降任

等」という。）をしようとする職の属する職制上の段階の標準的な職に係る法

第１５条の２第１項第５号に規定する標準職務遂行能力（次条第３項において

「標準職務遂行能力」という。）及び当該降任等をしようとする職についての

適性を有すると認められる職に、降任等をすること。 

(２) 人事の計画その他の事情を考慮した上で、管理監督職以外の職又は管理監督



職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職のうちできる限り上位の

職制上の段階に属する職に、降任等をすること。 

(３) 当該職員の他の職への降任等をする際に、当該職員が占めていた管理監督職

が属する職制上の段階より上位の職制上の段階に属する管理監督職を占める職

員（以下この号において「上位職職員」という。）の他の職への降任等もする

場合には、第１号に掲げる基準に従った上での状況その他の事情を考慮してや

むを得ないと認められる場合を除き、上位職職員の降任等をした職が属する職

制上の段階と同じ職制上の段階又は当該職制上の段階より下位の職制上の段階

に属する職に、降任等をすること。 

（管理監督職勤務上限年齢による降任等及び管理監督職への任用の制限の特例） 

第９条 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員について、

次に掲げる事由があると認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期

間（当該管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後

における最初の４月１日までの間をいう。以下この章において同じ。）の末日の翌

日から起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっ

ては、当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第３項において同

じ。）で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、当該管

理監督職を占めたまま勤務をさせることができる。 

(１) 当該職務が高度の知識、技能又は経験を必要とするものであるため、当該職

員の他の職への降任等により生ずる欠員を容易に補充することができず公務の

運営に著しい支障が生ずること。 

(２) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条件に特殊性があるため、当該職員の

他の職への降任等による欠員を容易に補充することができず公務の運営に著し

い支障が生ずること。 

(３) 当該職務を担当する者の交替が当該業務の遂行上重大な障害となる特別の事

情があるため、当該職員の他の職への降任等により公務の運営に著しい支障が

生ずること。 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延長さ

れた期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項各号に掲

げる事由が引き続きあると認めるときは、延長された当該異動期間の末日の翌日か



ら起算して１年を超えない期間内（当該期間内に定年退職日がある職員にあっては、

延長された当該異動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第４項におい

て同じ。）で延長された当該異動期間を更に延長することができる。ただし、更に

延長される当該異動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の

末日の翌日から起算して３年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第１項の規定により異動期間を延長することができる場合を除き、

他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似する複数の

管理監督職であって、これらの欠員を容易に補充することができない年齢別構成そ

の他の特別の事情がある管理監督職として規則で定める管理監督職をいう。以下こ

の項において同じ。）に属する管理監督職を占める職員について、当該特定管理監

督職群に属する管理監督職の属する職制上の段階の標準的な職に係る標準職務遂行

能力及び当該管理監督職についての適性を有すると認められる職員（当該管理監督

職に係る管理監督職勤務上限年齢に達した職員を除く。）の数が当該管理監督職の

数に満たない等の事情があるため、当該職員の他の職への降任等により当該管理監

督職に生ずる欠員を容易に補充することができず業務の遂行に重大な障害が生ずる

と認めるときは、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起

算して１年を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を

占めている職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさせ、又は当該職員を当該管

理監督職が属する特定管理監督職群の他の管理監督職に降任し、若しくは転任する

ことができる。 

４ 任命権者は、第１項若しくは第２項の規定により異動期間（これらの規定により

延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規

定する事由があると認めるとき（第２項の規定により延長された当該異動期間を更

に延長することができるときを除く。）、又は前項若しくはこの項の規定により異

動期間（前３項又はこの項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管

理監督職を占める職員について前項に規定する事由が引き続きあると認めるときは、

延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して１年を超えない期間内で延長さ

れた当該異動期間を更に延長することができる。 

（異動期間の延長等に係る職員の同意） 

第１０条 任命権者は、前条の規定により異動期間を延長する場合及び同条第３項の



規定により他の管理監督職に降任等をする場合には、あらかじめ職員の同意を得な

ければならない。 

（異動期間の延長事由が消滅した場合の措置） 

第１１条 任命権者は、第９条の規定により異動期間を延長した場合において、当該

異動期間の末日の到来前に当該異動期間の延長の事由が消滅したときは、他の職へ

の降任等をするものとする。 

第４章 定年前再任用短時間勤務制 

（定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

第１２条 任命権者は、年齢６０年に達した日以後に退職（臨時的に任用される職員

その他の法律により任期を定めて任用される職員及び非常勤職員が退職する場合を

除く。）をした者（以下この条において「年齢６０年以上退職者」という。）を、

従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、短時間勤務の職

（当該職を占める職員の１週間当たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する職で

その職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週間当たりの通常の勤

務時間に比し短い時間である職をいう。以下この条において同じ。）に採用するこ

とができる。ただし、年齢６０年以上退職者がその者を採用しようとする短時間勤

務の職に係る定年退職日相当日（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要す

る職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合にお

ける定年退職日をいう。）を経過した者であるときは、この限りでない。 

第５章 雑則 

（雑則） 

第１３条 この条例の実施に関し必要な事項は、規則で定める。 

附則に次の３項を加える。 

（定年に関する経過措置） 

３ 令和５年４月１日から令和１３年３月３１日までの間における第３条の規定の適

用については、次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同条中「６５年」とある

のはそれぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで ６２年 



令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

４ 医師等については、前項の規定は適用しない。 

（情報の提供及び勤務の意思の確認） 

５ 任命権者は、当分の間、職員（臨時的に任用される職員その他の法律により任期

を定めて任用される職員、非常勤職員及び医師等を除く。以下この項において同

じ。）が年齢６０年に達する日の属する年度の前年度（以下この項において「情報

の提供及び勤務の意思の確認を行うべき年度」という。）（情報の提供及び勤務の

意思の確認を行うべき年度に職員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務の意思

の確認を行うべき年度の末日後に採用された職員（異動等により情報の提供及び勤

務の意思の確認を行うべき年度の末日を経過することとなった職員（以下この項に

おいて「末日経過職員」という。）を除く。）にあっては、当該職員が採用された

日から同日の属する年度の末日までの期間、末日経過職員にあっては、当該職員の

異動等の日が属する年度（当該日が年度の初日である場合は、当該年度の前年度））

において、当該職員に対し、当該職員が年齢６０年に達する日以後に適用される任

用及び給与に関する措置の内容その他の必要な情報を提供するものとするとともに、

同日の翌日以後における勤務の意思を確認するよう努めるものとする。 

 （職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正） 

第４条 職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和２９年条例第８号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第２項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間勤務

の職を占める職員」及び「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改め、同条第３項から第５項までの規定中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再

任用短時間勤務職員」に改める。 

第８条第１項ただし書中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」

に改める。 

 （宝塚市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第５条 宝塚市職員の育児休業等に関する条例（平成４年条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条中「勤務している職員」の次に「、同条例第９条の規定により同条第１項に規



定する異動期間（同条各項の規定により延長された期間を含む。）が延長された管理

監督職を占める職員」を加える。 

第１２条の表中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 

第１３条の表中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改め

る。 

 第１４条の表中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間勤

務の職を占める職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

 （宝塚市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正） 

第６条 宝塚市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例（平成１４年条例第１１号）

の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第１号中「第２８条の４第１項又は第２８条の６第１項」を「第２２条

の４第１項」に改め、同項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号を第３号と

し、第５号を第４号とする。 

 （宝塚市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第７条 宝塚市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年条例第１２号）の一部を次

のように改正する。 

第３条第４項を次のように改める。 

４ 法第２２条の４第１項の規定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間

勤務職員」という。）の給料月額は、その者に適用される給料表の定年前再任用短

時間勤務職員の項に掲げる給料月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額に、

職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和２９年条例第８号。以下「勤

務条件条例」という。）第２条第２項の規定により定められた当該定年前再任用短

時間勤務職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間数で除して得た数を乗じ

て得た額とする。 

第３条の２を削る。 

第１２条第３項中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改

める。 

第１５条第２項中「職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和２９年条例

第８号。以下「勤務条件条例」という。）」を「勤務条件条例」に改め、同条第３項



中「再任用短時間勤務職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

第１９条第４項、第２０条第３項及び第２２条の３中「再任用職員」を「定年前再任

用短時間勤務職員」に改める。 

附則第３８項中「退職し、かつ、退職した日の翌日に再度の採用(月額で報酬を定め

る会計年度任用職員のうち、特定勤務時間職員としての採用に限る。)がなされない」

を「次の各号のいずれかに該当する」に改め、同項に次の各号を加える。 

(１) ６０歳に達した日以後の最初の３月３１日に退職した場合 

(２) 退職し、かつ、退職した日の翌日に再度の採用（月額で報酬を定める会計年度

任用職員のうち、 特定勤務時間職員としての採用に限る。)がなされない場合

（前号の規定に該当して支給したことがある場合を除く。） 

附則に次の８項を加える。 

４０ 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が６０歳に達した日後における最初の

４月１日（附則第４２項において「特定日」という。）以後、当該職員に適用され

る給料表の給料月額のうち、第３条第３項に規定する当該職員の属する職務の級及

び号給に応じた額（給料の切替えに伴う経過措置として、この条例その他の条例の

規定において異なる給料月額の定めがある場合は当該給料月額）に１００分の７０

を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切捨て、５０

円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるものとす

る。）とする。 

４１ 前項の規定は、次に掲げる職員には適用しない。 

(１) 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員 

(２) 宝塚市職員の定年等に関する条例（昭和５９年条例第２０号）第６条第２項に

規定する職を占める職員 

(３) 宝塚市職員の定年等に関する条例第９条第１項又は第２項の規定により同条第

１項に規定する異動期間（同項又は同条第２項の規定により延長された期間を含

む。）を延長された同条例第６条第１項各号に掲げる職を占める職員 

(４) 宝塚市職員の定年等に関する条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務し

ている職員（同条例第２条に規定する定年退職日において前項の規定が適用され

ていた職員を除く。） 



４２ 法第２８条の２第４項に規定する他の職への降任等をされた職員であって、当

該他の職への降任等をされた日（以下この項及び附則第４４項において「異動日」

という。）の前日から引き続き同一の給料表の適用を受ける職員のうち、特定日に

附則第４０項の規定により当該職員の受ける給料月額（以下この項において「特定

日給料月額」という。）が異動日の前日に当該職員が受けていた給料月額に１００

分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切捨

て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げるも

のとする。以下この項において「基礎給料月額」という。）に達しないこととなる

職員（規則で定める職員を除く。）には、当分の間、特定日以後、附則第４０項の

規定により当該職員の受ける給料月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額との

差額に相当する額を給料として支給する。 

４３ 前項の規定による給料の額と当該給料を受ける職員の受ける給料月額との合計

額が第３条第３項に規定する当該職員の属する職務の級における最高の号給の給料

月額を超える場合における前項の規定の適用については、同項中「基礎給料月額と

特定日給料月額」とあるのは、「第３条第３項に規定する当該職員の属する職務の

級における最高の号給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」とする。 

４４ 異動日の前日から引き続き給料表の適用を受ける職員（附則第４０項の規定の

適用を受ける職員に限り、附則第４２項に規定する職員を除く。）であって、同項

の規定による給料を支給される職員との権衡上必要があると認められる職員には、

当分の間、当該職員の受ける給料月額のほか、規則で定めるところにより、前２項

の規定に準じて算出した額を給料として支給する。 

４５ 附則第４２項（附則第４３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。以

下同じ。）又は前項の規定による給料を支給される職員以外の附則第４０項の規定

の適用を受ける職員であって、任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員と

の権衡上必要があると認められる職員には、当分の間、当該職員の受ける給料月額

のほか、規則で定めるところにより、前３項の規定に準じて算出した額を給料とし

て支給する。 

４６ 附則第４２項又は前２項の規定による給料を支給する職員に対する第１９条第

６項（第２０条第４項において準用する場合を含む。）の規定の適用については、

同項中「給料の月額」とあるのは、「給料の月額と附則第４２項（附則第４３項の



規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第４４項又は第４５項の規定によ

る給料の額との合計額」とする。 

４７ 附則第４０項から前項までに定めるもののほか、附則第４０項の規定による給

料月額、附則第４２項の規定による給料その他附則第４０項から前項までの規定の

施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

別表第１中「再任用職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

別表第５備考２中「を超える」を「以上の」に、「１５６,６００円」を「他の職員

との均衡を考慮し任命権者が定める額」に改め、同備考ただし書を削る。 

 （宝塚市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正） 

第８条 宝塚市職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３５年条例第１６号）の一部を次

のように改正する。 

第５条第３項中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間勤

務の職を占める職員」を「定年前再任用短時間勤務職員」に改める。 

（宝塚市水道事業及び下水道事業の職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改

正） 

第９条 宝塚市水道事業及び下水道事業の職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和

４１年条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間勤務の職を

占める職員」を「定年前再任用短時間勤務職員（第１３条の２において「定年前再任

用短時間勤務職員」という。）」に改める。 

 第１３条の２中「地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８

条の６第１項若しくは第２項の規定により採用された職員」を「定年前再任用短時間

勤務職員」に改める。 

 （宝塚市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第１０条 宝塚市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年条例第 

２２号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「第２８条の５第１項」を「第２２条の４第３項」に、「短時間勤務の職を

占める職員」を「定年前再任用短時間勤務職員（第１８条において「定年前再任用短

時間勤務職員」という。）」に改める。 

 第１８条中「地方公務員法第２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の



６第１項若しくは第２項規定により採用された職員」を「定年前再任用短時間勤務職

員」に改める。 

 （宝塚市職員の再任用に関する条例の廃止） 

第１１条 宝塚市職員の再任用に関する条例（平成１３年条例第３号）は、廃止する。 

 附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。ただ

し、附則第１２条の規定は、公布の日から施行する。 

 （定義） 

第２条 この附則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(１) 暫定再任用短時間勤務職員 附則第７条第１項又は第２項の規定により採用さ

れた職員をいう。 

(２) 新条例 第３条による改正後の宝塚市職員の定年等に関する条例をいう。 

(３) 定年前再任用短時間勤務職員 新条例第１２条の規定により採用された職員を

いう。 

(４) 令和３年改正法 地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３

号。）をいう。 

(５) 新地方公務員法 令和３年改正法による改正後の地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）をいう。 

(６) 暫定再任用職員 附則第６条第１項又は第２項の規定により採用された職員を

いう。 

（宝塚市職員定数条例の一部改正に伴う経過措置） 

第３条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第１条

による改正後の宝塚市職員定数条例の規定を適用する。 

 （宝塚市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第４条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第２条

よる改正後の宝塚市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の規定を適用する。 

 （宝塚市職員の定年等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第５条 任命権者は、施行日前に第３条による改正前の宝塚市職員の定年等に関する条例



（以下「旧条例」という。）第４条第１項又は第２項の規定により勤務することとさ

れ、かつ、旧条例勤務延長期限（同条第１項の期限又は同条第２項の規定により延長

された期限をいう。以下この項において同じ。）が施行日以後に到来する職員（以下

この項において「旧条例勤務延長職員」という。）について、旧条例勤務延長期限又

はこの項の規定により延長された期限が到来する場合において、新条例第４条第１項

各号に掲げる事由があると認めるときは、これらの期限の翌日から起算して１年を超

えない範囲内で期限を延長することができる。ただし、当該期限は、当該旧条例勤務

延長職員に係る旧条例第２条に規定する定年退職日の翌日から起算して３年を超える

ことができない 。 

２ 任命権者は、基準日（施行日、令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４

月１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この項において同じ。）から基準日の翌

年の３月３１日までの間、基準日における新条例定年（新条例第３条に規定する定年

をいう。以下同じ。）が基準日の前日における新条例定年（基準日が施行日である場

合には、施行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）を超える職及びこれに

相当する基準日以後に設置された職その他の規則で定める職に、基準日から基準日の

翌年の３月３１日までの間に新条例第４条第１項若しくは第２項の規定、令和３年改

正法附則第３条第５項又は前項の規定により勤務している職員のうち、基準日の前日

において同日における当該職に係る新条例定年（基準日が施行日である場合には、施

行日の前日における旧条例第３条に規定する定年）に達している職員（当該規則で定

める職にあっては、規則で定める職員）を、昇任し、降任し、又は転任することがで

きない。 

３ 新条例第４条第３項から第５項までの規定は、第１項の規定による勤務について準用

する。 

第６条 任命権者は、次に掲げる者のうち、年齢６５年に達する日以後における最初の３

月３１日（以下この条及び次条において「特定年齢到達年度の末日」という。）まで

の間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職に係る旧条例

定年（旧条例第３条に規定する定年をいう。以下同じ。）（施行日以後に新たに設置

された職及び施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職にあっては、当該

職が施行日の前日に設置されていたものとした場合における旧条例定年に準じた当該

職に係る年齢。）に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基



づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採

用することができる 。 

(１) 施行日前に旧条例第２条の規定により退職した者 

(２) 旧条例第４条第１項若しくは第２項、令和３年改正法附則第３条第５項又は前

条第１項の規定により勤務した後退職した者 

(３) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前２号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

(４) ２５年以上勤続して施行日前に退職した者（前３号に掲げる者を除く。）であ

って、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、旧地方公務

員法再任用（令和３年改正法による改正前の地方公務員法第２８条の４第１項又は

第２８条の５第１項の規定により採用することをいう。）又は暫定再任用（この項

若しくは次項又は次条第１項若しくは第２項の規定により採用することをいう。次

項第５号において同じ。）をされたことがある者 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、次に掲げる者のうち、特定年齢到達年

度の末日までの間にある者であって、当該者を採用しようとする常時勤務を要する職

に係る新条例定年に達している者を、従前の勤務実績その他の規則で定める情報に基

づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該常時勤務を要する職に採

用することができる。 

(１) 施行日以後に新条例第２条の規定により退職した者 

(２) 施行日以後に新条例第４条第１項又は第２項の規定により勤務した後退職した

者 

(３) 施行日以後に新条例第１２条の規定により採用された者のうち、新地方公務員

法第２２条の４第３項に規定する任期が満了したことにより退職した者 

(４)  ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間にある者 

(５)  ２５年以上勤続して施行日以後に退職した者（前各号に掲げる者を除く。）で

あって、当該退職の日の翌日から起算して５年を経過する日までの間に、暫定再任

用をされたことがある者 

３ 前２項の任期又はこの項の規定により更新された任期は、１年を超えない範囲内で更

新することができる。ただし、当該任期の末日は、前２項の規定により採用する者又



はこの項の規定により任期を更新する者の特定年齢到達年度の末日以前でなければな

らない。 

４ 暫定再任用職員の前項の規定による任期の更新は、当該暫定再任用職員の当該更新直

前の任期における勤務実績が、当該暫定再任用職員の能力評価及び業績評価の全体評

語その他勤務の状況を示す事実に基づき良好である場合に行うことができる。 

５ 任命権者は、暫定再任用職員の任期を更新する場合には、あらかじめ当該暫定再任用

職員の同意を得なければならない。 

第７条 任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の規定にかかわらず、前条第１

項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日までの間にある者であって、当該

者を採用しようとする短時間勤務の職（新条例第１２条に規定する短時間勤務の職を

いう。以下同じ。）に係る旧条例定年相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常

時勤務を要する職でその職務が当該短時間勤務の職と同種の職を占めているものとし

た場合における旧条例定年（施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職及び施行

日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職にあっては、当該職が

施行日の前日に設置されていたものとした場合において、当該職を占める職員が、常

時勤務を要する職でその職務が当該職と同種の職を占めているものとしたときにおけ

る旧条例定年に準じた当該職に係る年齢）をいう。）に達している者を、従前の勤務

実績その他の規則で定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を

定め、当該短時間勤務の職に採用することができる。 

２ 令和１４年３月３１日までの間、任命権者は、新地方公務員法第２２条の４第４項の

規定にかかわらず、前条第２項各号に掲げる者のうち、特定年齢到達年度の末日まで

の間にある者であって、当該者を採用しようとする短時間勤務の職に係る新条例定年

相当年齢（短時間勤務の職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が当該短

時間勤務の職と同種の職を占めているものとした場合における新条例定年をいう。附

則第１１条において同じ。）に達している者（新条例第１２条の規定により当該短時

間勤務の職に採用することができる者を除く。）を、従前の勤務実績その他の規則で

定める情報に基づく選考により、１年を超えない範囲内で任期を定め、当該短時間勤

務の職に採用することができる。 

３ 前２項の場合においては、前条第３項から第５項までの規定を準用する。 

第８条 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 



(１) 施行日以後に新たに設置された職 

(２) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された職 

２ 令和３年改正法附則第８条第３項の条例で定める年齢は、前項に規定する職が施行日

の前日に設置されていたものとした場合における旧条例第３条に規定する定年に準じ

た当該職に係る年齢とする。 

第９条 令和３年改正法附則第４条及び第６条の規定が適用される場合における令和３年

改正法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する新地方公務員法第２２条の

４第４項の条例で定める職は、次に掲げる職とする。 

(１) 施行日以後に新たに設置された短時間勤務の職 

(２) 施行日以後に組織の変更等により名称が変更された短時間勤務の職 

２ 令和３年改正法附則第４条及び第７条の規定が適用される場合における令和３年改正

法附則第８条第４項の規定により読み替えて適用する法第２２条の４第４項の条例で

定める年齢は、前項に規定する職が施行日の前日に設置されていたものとした場合に

おいて、当該職を占める職員が、常時勤務を要する職でその職務が前項に規定する職

と同種の職を占めているものとしたときにおける旧条例定年に準じた前項に規定する

職に係る年齢とする。 

第１０条 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職は、次に掲げる職のうち、

当該職が基準日（附則第６条及び第７条の規定が適用される間における各年の４月１

日（施行日を除く。）をいう。以下この条において同じ。）の前日に設置されていた

ものとした場合において、基準日における新条例定年が基準日の前日における新条例

定年を超える職とする。 

(１) 基準日以後に新たに設置された職（短時間勤務の職を含む。） 

(２) 基準日以後に組織の変更等により名称が変更された職（短時間勤務の職を含

む。） 

２ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める者は、前項に規定する職が基準日の

前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条例定

年に達している者とする。 

３ 令和３年改正法附則第８条第５項の条例で定める職員は、第１項に規定する職が基準

日の前日に設置されていたものとした場合において、同日における当該職に係る新条

例定年に達している職員とする。 



第１１条 任命権者は、基準日（令和７年４月１日、令和９年４月１日、令和１１年４月

１日及び令和１３年４月１日をいう。以下この条において同じ。）から基準日の翌年

の３月３１日までの間、基準日における新条例定年相当年齢が基準日の前日における

新条例定年相当年齢を超える短時間勤務の職（基準日における新条例定年相当年齢が

新条例第３条に規定する定年である短時間勤務の職に限る。）及びこれに相当する基

準日以後に設置された規則で定める短時間勤務の職（以下この条において「新条例原

則定年相当年齢引上げ短時間勤務職」という。）に、基準日の前日までに新条例第 

１２条に規定する年齢６０年以上退職者（基準日前から新条例第４条第１項又は第２

項の規定により勤務した後基準日以後に退職をした者を含む。）のうち基準日の前日

において同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例

定年相当年齢に達している者（当該規則で定める短時間勤務の職にあっては、規則で

定める者）を、新条例第１２条の規定により採用することができず、新条例原則定年

相当年齢引上げ短時間勤務職に、定年前再任用短時間勤務職員のうち基準日の前日に

おいて同日における当該新条例原則定年相当年齢引上げ短時間勤務職に係る新条例定

年相当年齢に達している定年前再任用短時間勤務職員（当該規則で定める短時間勤務

の職にあっては、規則で定める定年前再任用短時間勤務職員）を、昇任し、降任し、

又は転任することができない。 

第１２条 令和３年改正法附則第２条第３項に規定する条例で定める年齢は、年齢６０年

とする。 

（職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１３条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第４

条による改正後の職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例の規定を適用する。 

 （宝塚市職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１４条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第５

条による改正後の宝塚市職員の育児休業等に関する条例の規定を適用する。 

（宝塚市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第１５条 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、第６条による改正後の宝塚

市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例第２条第２項第１号に規定する新地方

公務員法第２２条の４第１項の規定により採用される職員とみなす。 

 （宝塚市一般職の職員の給与に関する条例の改正に係る経過措置） 



第１６条 第７条による改正後の宝塚市一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正す

る条例（以下「新一般職給与条例」という。）附則第４０項から第４７項までの規定

は、令和３年改正法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には

適用しない。 

第１７条 暫定再任用職員の給料月額は、当該暫定再任用職員が定年前再任用短時間勤務

職員であるものとした場合に適用される新一般職給与条例第３条第１項に規定する給

料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる給料月額のうち、同条第３項に規定

する当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額とする。 

２ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は、当該暫定再任用短時間勤務職員が定年前再

任用短時間勤務職員であるものとした場合に適用される新一般職給与条例第３条第１

項に規定する給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる給料月額のうち、同

条第３項に規定する当該暫定再任用職員の属する職務の級に応じた額に、職員の勤務

時間その他の勤務条件に関する条例第２条第２項の規定により定められた当該暫定再

任用短時間勤務職員の勤務時間を第２条第１項に規定する勤務時間で除して得た数を

乗じて得た額とする。 

３ 暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみ

なして、新一般職給与条例第１９条第４項、第２０条第３項及び第２２条の３の規定

を適用する。 

４ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新一般職給

与条例第１２条第３項及び第１５条第３項の規定を適用する。 

５ 前各項に定めるもののほか、暫定再任用職員及び暫定再任用短時間勤務職員に関し必

要な事項は、規則で定める。 

 （宝塚市職員の特殊勤務手当に関する条例の改正に係る経過措置） 

第１８条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第８

条による改正後の宝塚市職員の特殊勤務手当に関する条例の規定を適用する。 

（宝塚市水道事業及び下水道事業の職員の給与の種類及び基準に関する条例の改正に

係る経過措置） 

第１９条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第９

条による改正後の宝塚市水道事業及び下水道事業の職員の給与の種類及び基準に関す

る条例の規定を適用する。 



（宝塚市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の改正に係る経過措置） 

第２０条 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、第 

１０条による改正後の宝塚市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の規定

を適用する。 

 



宝塚市条例第  号 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

宝塚市職員定数条例(昭和29年条例第6号)新旧対照表（第1条による改正関係） 

現行 改正案 

(定義) (定義) 

第1条 この条例で「職員」とは、市長、議会、

選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農

業委員会、固定資産評価審査委員会、教育委

員会、教育委員会の所管に属する学校、園そ

の他の教育機関、消防本部、上下水道事業及

び病院事業の事務部局に属する常時勤務す

る一般職に属する地方公務員(臨時的に雇用

される者を除く。以下「常時勤務職員」とい

う。)及び地方公務員法(昭和25年法律第261

号)第28条の5第1項に規定する短時間勤務の

職を占める地方公務員(以下「再任用短時間

勤務職員      」という。)をいう。 

第1条 この条例で「職員」とは、市長、議会、

選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農

業委員会、固定資産評価審査委員会、教育委

員会、教育委員会の所管に属する学校、園そ

の他の教育機関、消防本部、上下水道事業及

び病院事業の事務部局に属する常時勤務す

る一般職に属する地方公務員(臨時的に雇用

される者を除く。以下「常時勤務職員」とい

う。)及び地方公務員法(昭和25年法律第261

号)第22条の4第3項に規定する定年前再任用

短時間勤務職員      (以下「定年前再任用

短時間勤務職員」という。)をいう。 

(職員の定数) (職員の定数) 

第2条 職員の定数は、常時勤務職員数と再任

用短時間勤務職員      数の合計とし、次に

掲げるとおりとする。ただし、再任用短時間

勤務職員      数は、再任用短時間勤務職員

 の1週間当たりの正規の勤務時間を各

号ごとに合計した数を常時勤務職員の1週間

当たりの正規の勤務時間数で除して得た数

(その数に1未満の端数があるときは、これを

切り上げた数)とする。 

第2条 職員の定数は、常時勤務職員数と定年

前再任用短時間勤務職員数の合計とし、次に

掲げるとおりとする。ただし、定年前再任用

短時間勤務職員数は、定年前再任用短時間勤

務職員の1週間当たりの正規の勤務時間を各

号ごとに合計した数を常時勤務職員の1週間

当たりの正規の勤務時間数で除して得た数

(その数に1未満の端数があるときは、これを

切り上げた数)とする。 

(1)～(11) (略) (1)～(11) (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宝塚市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例(平成17年条例第9号)新旧対照表（第2条によ

る改正関係） 

現行 改正案 

(報告事項) (報告事項) 

第3条 前条の規定により人事行政の運営の状

況に関し、任命権者が報告しなければならな

い事項は、職員(臨時的に任用された職員及

び非常勤職員(地方公務員法第28条の5第1項

に規定する短時間勤務の職を占める職員及

び同法第22条の2第1項第2号に掲げる職員を

除く。)を除く。以下同じ。)に係る次に掲げ

る事項とする。 

第3条 前条の規定により人事行政の運営の状

況に関し、任命権者が報告しなければならな

い事項は、職員(臨時的に任用された職員及

び非常勤職員(地方公務員法第22条の4第3項

に規定する定年前再任用短時間勤務職員及

び同法第22条の2第1項第2号に掲げる職員を

除く。)を除く。以下同じ。)に係る次に掲げ

る事項とする。 

(1)～(12) （略） (1)～(12) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宝塚市職員の定年等に関する条例(昭和59年条例第20号)新旧対照表（第3条による改正関係） 

現行 改正案 

 目次 

第1章 総則(第1条) 

第2章 定年制度(第2条-第5条) 

第3章 管理監督職勤務上限年齢制(第6条-

第11条) 

第4章 定年前再任用短時間勤務制(第12条) 

第5章 雑則(第13条) 

 第1章 総則 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年法

律第261号)第28条の2第1項から第3項まで及

び第28条の3 

 の

規定に基づき、職員の定年等に関し必要な事

項を定めるものとする。 

第1条 この条例は、地方公務員法(昭和25年法

律第261号。以下「法」という。)第22条の4

第1項及び第2項、第28条の2、第28条の5、第

28条の6第1項及び第2項並びに第28条の7の

規定に基づき、職員の定年等に関し必要な事

項を定めるものとする。 

 第2章 定年制度 

(定年) (定年) 

第3条 職員の定年は、年齢60年とする。ただ

し、宝塚市立病院等において医療業務に従事

する医師及び歯科医師の定年は、年齢65年と

する。 

第3条 職員の定年は、年齢65年とする。 

 

 

 

(定年による退職の特例) (定年による退職の特例) 

第4条 任命権者は、定年に達した職員が第2

条の規定により退職すべきこととなる場合

において、次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、その職員に 

 係る定年退職日の翌日から起算して1

年を超えない範囲内で期限を定め、その職員

を当該                              職

務に従事させるため引き続いて勤務させる

ことができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4条 任命権者は、定年に達した職員が第2

条の規定により退職すべきこととなる場合

において、次に掲げる事由がある 

と認めるときは、同条の規定に関わらず、当

該職員に係る定年退職日の翌日から起算し

て1年を超えない範囲内で期限を定め、当該

職員を当該定年退職日において従事してい

る職務に従事させるため、引き続き勤務させ

ることができる。ただし、第9条第1項から第

4項までの規定により異動期間(同条第1項に

規定する異動期間をいう。以下この項及び次

項において同じ。)(同条第1項又は第2項の規

定により延長された異動期間を含む。)を延

長した職員であって、定年退職日において管

理監督職(第6条に規定する職をいう。以下こ

の条及び次章において同じ。)を占めている

職員については、第9条第1項又は第2項の規

定により当該異動期間を延長した場合に限

るものとし、当該期限は、当該職員が占めて

いる管理監督職に係る異動期間の末日の翌

日から起算して3年を超えることができな



 い。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験

を必要とするものであるため、その職員の

退職により 

 公務の運営に著しい支障が生

ずるとき。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験

を必要とするものであるため、当該職員の

退職により生ずる欠員を容易に補充する

ことができず公務の運営に著しい支障が

生ずること。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務

条件に特殊性があるため、その職員の退職

による欠員を容易に補充することができ

ないとき                            。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務

条件に特殊性があるため、当該職員の退職

による欠員を容易に補充することができ

ず公務の運営に著しい支障が生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替がその業

務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、その職員の退職により公務の

運営に著しい支障が生ずるとき。 

(3) 当該職務を担当する者の交替がその業

務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、当該職員の退職により公務の

運営に著しい支障が生ずること。 

2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定

により延長された期限が到来する場合にお

いて、前項の事由          が引き続き存す

ると認めるときは、 

 1年を超えない範囲内で期限を延長

することができる。ただし、その期限は、そ

の職員に係る定年退職日 

 

 の翌日

から起算して3年を超えることができない。 

2 任命権者は、前項の期限又はこの項の規定

により延長された期限が到来する場合にお

いて、前項各号に掲げる事由が引き続きある

 と認めるときは、これらの期限の翌日から

起算して1年を超えない範囲内で期限を延長

することができる。ただし、当該期限は、当

該職員に係る定年退職日(同項ただし書に規

定する職員にあっては、当該職員が占めてい

る管理監督職に係る異動期間の末日)の翌日

から起算して3年を超えることができない。 

3 任命権者は、第1項の規定により職員を引き

続いて勤務させる場合又は前項の規定によ

り期限を延長する場合には、当該職員の同意

を得なければならない。 

3 任命権者は、第1項の規定により職員を引き

続き  勤務させる場合又は前項の規定によ

り期限を延長する場合には、当該職員の同意

を得なければならない。 

4 任命権者は 

 

 、第1項の

期限又は第2項の規定により延長された期限

が到来する前に第1項の事由が存しなくなっ

た      と認めるときは、当該職員の同意を

得て、期日を定めてその期限を繰り上げて退

職させることができる。 

4 任命権者は、第1項の規定により引き続き勤

務することとされた職員及び第2項の規定に

より期限が延長された職員について第1項の

期限又は第2項の規定により延長された期限

が到来する前に第1項各号に掲げる事由がな

くなったと認めるときは、当該職員の同意を

得て、期日を定めて当該期限を繰り上げるも

のとする            。 

5 （略） 5 （略） 

 第3章 管理監督職勤務上限年齢制 

(管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管

理監督職) 

第6条 法第28条の2第1項に規定する条例で定

める職は、次の各号に掲げる職とする。 

(1) 宝塚市一般職の職員の給与に関する条

例(昭和32年条例第12号)第13条の2に規定

する管理職手当の支給を受ける職員の職 

(2) 前号に掲げる職のほか、これらに相当



する職として任命権者が定める職 

2 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げ

る職のうち、宝塚市立病院等において医療業

務に従事する医師及び歯科医師(附則第4項

及び第5項において「医師等」という。)の職

は、同項の条例で定める職から除くものとす

る。 

(管理監督職勤務上限年齢) 

第7条 法第28条の2第2項に規定する管理監督

職勤務上限年齢は、年齢60年とする。 

(他の職への降任等を行うに当たって遵守す

べき基準) 

第8条 任命権者は、法第28条の2第4項に規定

する他の職への降任等(以下この章において

「他の職への降任等」という。)を行うに当

たっては、法第13条、第15条、第23条の3、

第27条第1項及び第56条に定めるもののほ

か、次に掲げる基準を遵守しなければならな

い。 

(1) 当該職員の人事評価の結果又は勤務の

状況及び職務経験等に基づき、降任又は転

任(降給を伴う転任に限る。)(以下この条

及び第10条において「降任等」という。)

をしようとする職の属する職制上の段階

の標準的な職に係る法第15条の2第1項第5

号に規定する標準職務遂行能力(次条第3

項において「標準職務遂行能力」という。)

及び当該降任等をしようとする職につい

ての適性を有すると認められる職に、降任

等をすること。 

(2) 人事の計画その他の事情を考慮した上

で、管理監督職以外の職又は管理監督職勤

務上限年齢が当該職員の年齢を超える管

理監督職のうちできる限り上位の職制上

の段階に属する職に、降任等をすること。 

(3) 当該職員の他の職への降任等をする際

に、当該職員が占めていた管理監督職が属

する職制上の段階より上位の職制上の段

階に属する管理監督職を占める職員(以下

この号において「上位職職員」という。)

の他の職への降任等もする場合には、第1

号に掲げる基準に従った上での状況その

他の事情を考慮してやむを得ないと認め

られる場合を除き、上位職職員の降任等を

した職が属する職制上の段階と同じ職制

上の段階又は当該職制上の段階より下位

の職制上の段階に属する職に、降任等をす



ること。 

(管理監督職勤務上限年齢による降任等及び

管理監督職への任用の制限の特例) 

第9条 任命権者は、他の職への降任等をすべ

き管理監督職を占める職員について、次に掲

げる事由があると認めるときは、当該職員が

占める管理監督職に係る異動期間(当該管理

監督職に係る管理監督職勤務上限年齢に達

した日の翌日から同日以後における最初の4

月1日までの間をいう。以下この章において

同じ。)の末日の翌日から起算して1年を超え

ない期間内(当該期間内に定年退職日がある

職員にあっては、当該異動期間の末日の翌日

から定年退職日までの期間内。第3項におい

て同じ。)で当該異動期間を延長し、引き続

き当該管理監督職を占める職員に、当該管理

監督職を占めたまま勤務をさせることがで

きる。 

(1) 当該職務が高度の知識、技能又は経験

を必要とするものであるため、当該職員の

他の職への降任等により生ずる欠員を容

易に補充することができず公務の運営に

著しい支障が生ずること。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務

条件に特殊性があるため、当該職員の他の

職への降任等による欠員を容易に補充す

ることができず公務の運営に著しい支障

が生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業

務の遂行上重大な障害となる特別の事情

があるため、当該職員の他の職への降任等

により公務の運営に著しい支障が生ずる

こと。 

2 任命権者は、前項又はこの項の規定により

異動期間(これらの規定により延長された期

間を含む。)が延長された管理監督職を占め

る職員について、前項各号に掲げる事由が引

き続きあると認めるときは、延長された当該

異動期間の末日の翌日から起算して1年を超

えない期間内(当該期間内に定年退職日があ

る職員にあっては、延長された当該異動期間

の末日の翌日から定年退職日までの期間内。

第4項において同じ。)で延長された当該異動

期間を更に延長することができる。ただし、

更に延長される当該異動期間の末日は、当該

職員が占める管理監督職に係る異動期間の

末日の翌日から起算して3年を超えることが



できない。 

3 任命権者は、第1項の規定により異動期間を

延長することができる場合を除き、他の職へ

の降任等をすべき特定管理監督職群(職務の

内容が相互に類似する複数の管理監督職で

あって、これらの欠員を容易に補充すること

ができない年齢別構成その他の特別の事情

がある管理監督職として規則で定める管理

監督職をいう。以下この項において同じ。)

に属する管理監督職を占める職員について、

当該特定管理監督職群に属する管理監督職

の属する職制上の段階の標準的な職に係る

標準職務遂行能力及び当該管理監督職につ

いての適性を有すると認められる職員(当該

管理監督職に係る管理監督職勤務上限年齢

に達した職員を除く。)の数が当該管理監督

職の数に満たない等の事情があるため、当該

職員の他の職への降任等により当該管理監

督職に生ずる欠員を容易に補充することが

できず業務の遂行に重大な障害が生ずると

認めるときは、当該職員が占める管理監督職

に係る異動期間の末日の翌日から起算して1

年を超えない期間内で当該異動期間を延長

し、引き続き当該管理監督職を占めている職

員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさ

せ、又は当該職員を当該管理監督職が属する

特定管理監督職群の他の管理監督職に降任

し、若しくは転任することができる。 

4 任命権者は、第1項若しくは第2項の規定に

より異動期間(これらの規定により延長され

た期間を含む。)が延長された管理監督職を

占める職員について前項に規定する事由が

あると認めるとき(第2項の規定により延長

された当該異動期間を更に延長することが

できるときを除く。)、又は前項若しくはこ

の項の規定により異動期間(前3項又はこの

項の規定により延長された期間を含む。)が

延長された管理監督職を占める職員につい

て前項に規定する事由が引き続きあると認

めるときは、延長された当該異動期間の末日

の翌日から起算して1年を超えない期間内で

延長された当該異動期間を更に延長するこ

とができる。 

(異動期間の延長等に係る職員の同意) 

第10条 任命権者は、前条の規定により異動期

間を延長する場合及び同条第3項の規定によ

り他の管理監督職に降任等をする場合には、



あらかじめ職員の同意を得なければならな

い。 

(異動期間の延長事由が消滅した場合の措

置) 

第11条 任命権者は、第9条の規定により異動

期間を延長した場合において、当該異動期間

の末日の到来前に当該異動期間の延長の事

由が消滅したときは、他の職への降任等をす

るものとする。 

 第4章 定年前再任用短時間勤務制 

(定年前再任用短時間勤務職員の任用) 

第12条 任命権者は、年齢60年に達した日以後

に退職(臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員が退職する場合を除く。)をした

者(以下この条において「年齢60年以上退職

者」という。)を、従前の勤務実績その他の

規則で定める情報に基づく選考により、短時

間勤務の職(当該職を占める職員の1週間当

たりの通常の勤務時間が、常時勤務を要する

職でその職務が当該短時間勤務の職と同種

の職を占める職員の1週間当たりの通常の勤

務時間に比し短い時間である職をいう。以下

この条において同じ。)に採用することがで

きる。ただし、年齢60年以上退職者がその者

を採用しようとする短時間勤務の職に係る

定年退職日相当日(短時間勤務の職を占める

職員が、常時勤務を要する職でその職務が当

該短時間勤務の職と同種の職を占めている

ものとした場合における定年退職日をい

う。)を経過した者であるときは、この限り

でない。 

 第5章 雑則 

(雑則) 

第13条 この条例の実施に関し必要な事項は、

規則で定める。 

附 則 附 則 

 (定年に関する経過措置) 

3 令和5年4月1日から令和13年3月31日までの

間における第3条の規定の適用については、

次の表の左欄に掲げる期間の区分に応じ、同

条中「65年」とあるのはそれぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 表 (略) 

 4 医師等については、前項の規定は適用しな

い。 



 (情報の提供及び勤務の意思の確認) 

5 任命権者は、当分の間、職員(臨時的に任用

される職員その他の法律により任期を定め

て任用される職員、非常勤職員及び医師等を

除く。以下この項において同じ。)が年齢60

年に達する日の属する年度の前年度(以下こ

の項において「情報の提供及び勤務の意思の

確認を行うべき年度」という。)(情報の提供

及び勤務の意思の確認を行うべき年度に職

員でなかった者で、当該情報の提供及び勤務

の意思の確認を行うべき年度の末日後に採

用された職員(異動等により情報の提供及び

勤務の意思の確認を行うべき年度の末日を

経過することとなった職員(以下この項にお

いて「末日経過職員」という。)を除く。)

にあっては、当該職員が採用された日から同

日の属する年度の末日までの期間、末日経過

職員にあっては、当該職員の異動等の日が属

する年度(当該日が年度の初日である場合

は、当該年度の前年度))において、当該職員

に対し、当該職員が年齢60年に達する日以後

に適用される任用及び給与に関する措置の

内容その他の必要な情報を提供するものと

するとともに、同日の翌日以後における勤務

の意思を確認するよう努めるものとする。 



職員の勤務時間その他の勤務条件に関する条例(昭和29年条例第8号)新旧対照表（第4条による改

正関係） 

現行 改正案 

(勤務時間) (勤務時間) 

第2条 （略） 第2条 （略） 

2 法第28条の5第1項に規定する短時間勤務の

職を占める職員(以下「再任用短時間勤務職

員      」という。)の勤務時間は、前項の

規定にかかわらず、休憩時間を除き、4週間

を超えない期間につき1週間当たり15時間30

分から31時間までの範囲内で、任命権者が定

める。 

2 法第22条の4第3項に規定する定年前再任用

短時間勤務職員(以下「定年前再任用短時間

勤務職員」という。)の勤務時間は、前項の

規定にかかわらず、休憩時間を除き、4週間

を超えない期間につき1週間当たり15時間30

分から31時間までの範囲内で、任命権者が定

める。 

3 任命権者は、職員の勤務条件の特殊性その

他の事由により、前2項の勤務時間により難

いものがあると認めるときは、1週間当たり3

8時間45分(再任用短時間勤務職員      に

あっては、前項の規定に基づき定める時間)

を超えない範囲内で前2項の勤務時間を変更

することができる。 

3 任命権者は、職員の勤務条件の特殊性その

他の事由により、前2項の勤務時間により難

いものがあると認めるときは、1週間当たり3

8時間45分(定年前再任用短時間勤務職員に

あっては、前項の規定に基づき定める時間)

を超えない範囲内で前2項の勤務時間を変更

することができる。 

4 日曜日及び土曜日は、勤務を要しない日と

する。ただし、任命権者は、再任用短時間勤

務職員      については、これらの日に加え

て、月曜日から金曜日までの5日間において、

勤務を要しない日を設けることができる。 

4 日曜日及び土曜日は、勤務を要しない日と

する。ただし、任命権者は、定年前再任用短

時間勤務職員については、これらの日に加え

て、月曜日から金曜日までの5日間において、

勤務を要しない日を設けることができる。 

5 任命権者は、規則の定めるところにより、

月曜日から金曜日までの5日間において、1

日につき7時間45分の勤務時間を割り振るも

のとする。ただし、再任用短時間勤務職員 

 については、1週間ごとの期間について、

1日につき7時間45分を超えない範囲内で勤

務時間を割り振るものとする。 

5 任命権者は、規則の定めるところにより、

月曜日から金曜日までの5日間において、1

日につき7時間45分の勤務時間を割り振るも

のとする。ただし、定年前再任用短時間勤務

職員については、1週間ごとの期間について、

1日につき7時間45分を超えない範囲内で勤

務時間を割り振るものとする。 

6～10 （略） 6～10 （略） 

(年次休暇) (年次休暇) 

第8条 職員には、1年を通じて21日以内の年次

休暇を与える。ただし、再任用短時間勤務職

員      については、勤務時間等を考慮して

21日を超えない範囲で規則で定める日数と

する。 

第8条 職員には、1年を通じて21日以内の年次

休暇を与える。ただし、定年前再任用短時間

勤務職員については、勤務時間等を考慮して

21日を超えない範囲で規則で定める日数と

する。 

2 （略） 2 （略） 

 

 

 



宝塚市職員の育児休業等に関する条例(平成4年条例第25号)新旧対照表（第5条による改正関係） 

現行 改正案 

(育児休業をすることができない職員) (育児休業をすることができない職員) 

第2条 育児休業法第2条第1項の条例で定める

職員は、宝塚市職員の定年等に関する条例

(昭和59年条例第20号)第4条第1項又は第2項

の規定により引き続いて勤務している職員 

 

 

 

 及び地方公務員法(昭和25年法

律第261号)第22条の2第1項第1号に掲げる職

員(以下「会計年度任用職員」という。)とす

る。 

第2条 育児休業法第2条第1項の条例で定める

職員は、宝塚市職員の定年等に関する条例

(昭和59年条例第20号)第4条第1項又は第2項

の規定により引き続いて勤務している職員、

同条例第9条の規定により同条第1項に規定

する異動期間(同条各項の規定により延長さ

れた期間を含む。)が延長された管理監督職

を占める職員及び地方公務員法(昭和25年法

律第261号)第22条の2第1項第1号に掲げる職

員(以下「会計年度任用職員」という。)とす

る。 

(育児短時間勤務職員についての勤務条件条

例の特例) 

(育児短時間勤務職員についての勤務条件条

例の特例) 

第12条 育児短時間勤務をしている職員につ

いての勤務条件条例の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる勤務条件条例の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

第12条 育児短時間勤務をしている職員につ

いての勤務条件条例の規定の適用について

は、次の表の左欄に掲げる勤務条件条例の規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

(育児短時間勤務職員についての給与条例の

特例) 

(育児短時間勤務職員についての給与条例の

特例) 

第13条 育児短時間勤務をしている職員につ

いての給与条例の規定の適用については、次

の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

第13条 育児短時間勤務をしている職員につ

いての給与条例の規定の適用については、次

の表の左欄に掲げる給与条例の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

(育児短時間勤務職員についての宝塚市職員

の特殊勤務手当に関する条例の特例) 

(育児短時間勤務職員についての宝塚市職員

の特殊勤務手当に関する条例の特例) 

第14条 育児短時間勤務をしている職員につ

いての宝塚市職員の特殊勤務手当に関する

条例(昭和35年条例第16号。以下この条にお

いて「特殊勤務手当条例」という。)の規定

の適用については、次の表の左欄に掲げる特

殊勤務手当条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、同表の右欄に掲げる字句とする。 

第14条 育児短時間勤務をしている職員につ

いての宝塚市職員の特殊勤務手当に関する

条例(昭和35年条例第16号。以下この条にお

いて「特殊勤務手当条例」という。)の規定

の適用については、次の表の左欄に掲げる特

殊勤務手当条例の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、同表の右欄に掲げる字句とする。 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 



【別記1】 

(現行) 

第2条第4項ただし書

及び第5項ただし書

並びに第8条第1項 

再任用短時間勤務職員 

 

育児短時間勤務職員 

 

(改正案) 

第2条第4項ただし書

及び第5項ただし書

並びに第8条第1項 

定年前再任用短時間勤務職

員 

育児短時間勤務職員 

 



【別記2】 

(現行) 

第12条第3項 再任用短時間勤務職員 

 

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年

法律第110号)第10条第1項に規定する育児短時

間勤務をしている職員(以下「育児短時間勤務職

員」という。) 

 

(改正案) 

第12条第3項 定年前再任用短時間勤務職

員 

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年

法律第110号)第10条第1項に規定する育児短時

間勤務をしている職員(以下「育児短時間勤務職

員」という。) 

 



【別記3】 

(現行) 

第5条第3項 地方公務員法第28条の5第1

項に規定する短時間勤務の

職を占める職員 

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年

法律第110号)第10条第3項の規定により同条第1

項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職

員 

(改正案) 

第5条第3項 地方公務員法第22条の4第3

項に規定する定年前再任用

短時間勤務職員 

地方公務員の育児休業等に関する法律(平成3年

法律第110号)第10条第3項の規定により同条第1

項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職

員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宝塚市職員の公益的法人等への派遣等に関する条例(平成14年条例第11号)新旧対照表（第6条によ

る改正関係） 

現行 改正案 

(職員の派遣) (職員の派遣) 

第2条 （略） 第2条 （略） 

2 法第2条第1項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

2 法第2条第1項の条例で定める職員は、次に

掲げる職員とする。 

(1) 臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員(地方

公務員法(昭和25年法律第261号)第28条の

4第1項又は第28条の6第1項の規定により

採用される職員を除く。) 

(1) 臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員(地方

公務員法(昭和25年法律第261号)第22条の

4第1項                  の規定により

採用される職員を除く。) 

(2) 非常勤職員(地方公務員法第28条の5第

1項又は第28条の6第2項の規定により採用

される職員を除く。) 

 

(3) （略） (2) （略） 

(4) （略） (3) （略） 

(5) （略） (4) （略） 

3 （略） 3 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宝塚市一般職の職員の給与に関する条例(昭和32年条例第12号)新旧対照表（第7条による改正関

係） 

現行 改正案 

(給料表) (給料表) 

第3条 （略） 第3条 （略） 

2・3 （略） 2・3 （略） 

4 法第28条の4第1項又は第28条の5第1項の規

定により採用された職員(以下「再任用職員」

という。)の給料月額は、その者に適用され

る給料表の再任用職員の項に掲げる給料月

額のうち、その者の属する職務の級に応じた

額とする。 

 

 

 

 

 

 

4 法第22条の4第1項の規定により採用された

職員(以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。)の給料月額は、その者に適用され

る給料表の定年前再任用短時間勤務職員の

項に掲げる給料月額のうち、その者の属する

職務の級に応じた額に、職員の勤務時間その

他の勤務条件に関する条例(昭和29年条例第

8号。以下「勤務条件条例」という。)第2条

第2項の規定により定められた当該定年前再

任用短時間勤務職員の勤務時間を同条第1項

 に規定する勤務時間数で除して得た数を乗

じて得た額とする。 

第3条の2 法第28条の5第1項に規定する短時

間勤務の職を占める職員(以下「再任用短時

間勤務職員」という。)の給料月額は、前条

第4項の規定にかかわらず、同項の規定によ

る給料月額に、その者の1週間当たりの勤務

時間を38時間45分で除して得た数を乗じて

得た額とする。 

 

(通勤手当) (通勤手当) 

第12条 （略） 第12条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 第1項第2号に掲げる職員に支給する通勤手

当の額は、自動車等の種類及びその使用距離

の区分に応じ、支給単位期間につき、別表第

4に定める額(再任用短時間勤務職員 

のうち、支給単位期間当たりの通勤回数を考

慮して規則で定める職員にあっては、その額

から、その額に規則で定める割合を乗じて得

た額を減じた額)とする。 

3 第1項第2号に掲げる職員に支給する通勤手

当の額は、自動車等の種類及びその使用距離

の区分に応じ、支給単位期間につき、別表第

4に定める額(定年前再任用短時間勤務職員

のうち、支給単位期間当たりの通勤回数を考

慮して規則で定める職員にあっては、その額

から、その額に規則で定める割合を乗じて得

た額を減じた額)とする。 

4～8 （略） 4～8 （略） 

(時間外勤務手当) (時間外勤務手当) 

第15条 （略） 第15条 （略） 

2 前項及び第4項の規定にかかわらず、職員の

勤務時間その他の勤務条件に関する条例(昭

和29年条例第8号。以下「勤務条件条例」と

いう。)第2条第7項の規定により勤務を要し

ない日に勤務した場合において、その勤務時

間に対して代休を取得したときは、代休の取

2 前項及び第4項の規定にかかわらず、勤務条

件条例 

 

 第2条第7項の規定により勤務を要し

ない日に勤務した場合において、その勤務時

間に対して代休を取得したときは、代休の取



得に係る勤務時間1時間につき第17条に規定

する勤務1時間当たりの給与額に100分の25

から100分の60までの範囲内で規則で定める

割合を乗じて得た額を時間外勤務手当とし

て支給する。 

得に係る勤務時間1時間につき第17条に規定

する勤務1時間当たりの給与額に100分の25

から100分の60までの範囲内で規則で定める

割合を乗じて得た額を時間外勤務手当とし

て支給する。 

3 再任用短時間勤務職員      が、正規の勤

務時間が割り振られた日において、正規の勤

務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の

時間とその勤務をした日における正規の勤

務時間との合計が7時間45分に達するまでの

間の勤務に対する第1項の規定の適用につい

ては、同項中「正規の勤務時間を超えてした

次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100

分の125から100分の150までの範囲内で規則

で定める割合」とあるのは「100分の100」と

する。 

3 定年前再任用短時間勤務職員が、正規の勤

務時間が割り振られた日において、正規の勤

務時間を超えてした勤務のうち、その勤務の

時間とその勤務をした日における正規の勤

務時間との合計が7時間45分に達するまでの

間の勤務に対する第1項の規定の適用につい

ては、同項中「正規の勤務時間を超えてした

次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ100

分の125から100分の150までの範囲内で規則

で定める割合」とあるのは「100分の100」と

する。 

4～6 （略） 4～6 （略） 

(期末手当) (期末手当) 

第19条 （略） 第19条 （略） 

2・3 （略） 2・3 （略） 

4 再任用職員                に対する前項

の規定の適用については、同項中「100分の1

20」とあるのは「100分の67.5」とする。 

4 定年前再任用短時間勤務職員に対する前項

の規定の適用については、同項中「100分の1

20」とあるのは「100分の67.5」とする。 

5～7 （略） 5～7 （略） 

(勤勉手当) (勤勉手当) 

第20条 （略） 第20条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命

権者が市長の定める基準に従って定める割

合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、そ

の者に所属する次の各号に掲げる職員の区

分ごとの総額は、当該各号に定める額を超え

てはならない。 

3 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、任命

権者が市長の定める基準に従って定める割

合を乗じて得た額とする。この場合におい

て、任命権者が支給する勤勉手当の額の、そ

の者に所属する次の各号に掲げる職員の区

分ごとの総額は、当該各号に定める額を超え

てはならない。 

(1) 前2項の職員のうち再任用職員 

 以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に100分の95を乗じて得た額の総

額 

(1) 前2項の職員のうち定年前再任用短時

間勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉

手当基礎額に100分の95を乗じて得た額の

総額 

(2) 前2項の職員のうち再任用職員 

 当該再任用職員 

 の勤勉手当基礎額に100分の45を乗じ

て得た額の総額 

(2) 前2項の職員のうち定年前再任用短時

間勤務職員 当該定年前再任用短時間勤

務職員の勤勉手当基礎額に100分の45を乗

じて得た額の総額 

4・5 （略） 4・5 （略） 

(扶養手当等に関する規定の適用除外) (扶養手当等に関する規定の適用除外) 

第22条の3 第11条及び第11条の3の規定は、再 第22条の3 第11条及び第11条の3の規定は、定



任用職員                には適用しない。 年前再任用短時間勤務職員には適用しない。 

附 則 附 則 

38 月額で報酬を定める会計年度任用職員で、

規則で定めるものが退職し、かつ、退職した

日の翌日に再度の採用(月額で報酬を定める

会計年度任用職員のうち、特定勤務時間職員

としての採用に限る。)がなされない場合に

は、規則で定める額を30日以内に支給する。 

38 月額で報酬を定める会計年度任用職員で、

規則で定めるものが次の各号のいずれかに

該当する 

 

 場合に

は、規則で定める額を30日以内に支給する。 

 (1) 60歳に達した日以後の最初の3月31日

に退職した場合 

 (2) 退職し、かつ、退職した日の翌日に再

度の採用(月額で報酬を定める会計年度任

用職員のうち、特定勤務時間職員としての

採用に限る。)がなされない場合(前号の規

定に該当して支給したことがある場合を

除く。) 

 40 当分の間、職員の給料月額は、当該職員が

60歳に達した日後における最初の4月1日(附

則第42項において「特定日」という。)以後、

当該職員に適用される給料表の給料月額の

うち、第3条第3項に規定する当該職員の属す

る職務の級及び号給に応じた額(給料の切替

えに伴う経過措置として、この条例その他の

条例の規定において異なる給料月額の定め

がある場合は当該給料月額)に100分の70を

乗じて得た額(当該額に、50円未満の端数を

生じたときはこれを切捨て、50円以上100円

未満の端数を生じたときはこれを100円に切

り上げるものとする。)とする。 

 41 前項の規定は、次に掲げる職員には適用し

ない。 

(1) 臨時的に任用される職員その他の法律

により任期を定めて任用される職員及び

非常勤職員 

(2) 宝塚市職員の定年等に関する条例(昭

和59年条例第20号)第6条第2項に規定する

職を占める職員 

(3) 宝塚市職員の定年等に関する条例第9

条第1項又は第2項の規定により同条第1項

に規定する異動期間(同項又は同条第2項

の規定により延長された期間を含む。)を

延長された同条例第6条第1項各号に掲げ

る職を占める職員 

(4) 宝塚市職員の定年等に関する条例第4

条第1項又は第2項の規定により勤務して

いる職員(同条例第2条に規定する定年退

職日において前項の規定が適用されてい



た職員を除く。) 

 42 法第28条の2第4項に規定する他の職への

降任等をされた職員であって、当該他の職へ

の降任等をされた日(以下この項及び附則第

44項において「異動日」という。)の前日か

ら引き続き同一の給料表の適用を受ける職

員のうち、特定日に附則第40項の規定により

当該職員の受ける給料月額(以下この項にお

いて「特定日給料月額」という。)が異動日

の前日に当該職員が受けていた給料月額に 

100分の70を乗じて得た額(当該額に、50円未

満の端数を生じたときはこれを切捨て、50

円以上100円未満の端数を生じたときはこれ

を100円に切り上げるものとする。以下この

項において「基礎給料月額」という。)に達

しないこととなる職員(規則で定める職員を

除く。)には、当分の間、特定日以後、附則

第40項の規定により当該職員の受ける給料

月額のほか、基礎給料月額と特定日給料月額

との差額に相当する額を給料として支給す

る。 

 43 前項の規定による給料の額と当該給料を

受ける職員の受ける給料月額との合計額が

第3条第3項に規定する当該職員の属する職

務の級における最高の号給の給料月額を超

える場合における前項の規定の適用につい

ては、同項中「基礎給料月額と特定日給料月

額」とあるのは、「第3条第3項に規定する当

該職員の属する職務の級における最高の号

給の給料月額と当該職員の受ける給料月額」

とする。 

 44 異動日の前日から引き続き給料表の適用

を受ける職員(附則第40項の規定の適用を受

ける職員に限り、附則第42項に規定する職員

を除く。)であって、同項の規定による給料

を支給される職員との権衡上必要があると

認められる職員には、当分の間、当該職員の

受ける給料月額のほか、規則で定めるところ

により、前2項の規定に準じて算出した額を

給料として支給する。 

 45 附則第42項(附則第43項の規定により読み

替えて適用する場合を含む。以下同じ。)又

は前項の規定による給料を支給される職員

以外の附則第40項の規定の適用を受ける職

員であって、任用の事情を考慮して当該給料

を支給される職員との権衡上必要があると

認められる職員には、当分の間、当該職員の



受ける給料月額のほか、規則で定めるところ

により、前3項の規定に準じて算出した額を

給料として支給する。 

 46 附則第42項又は前2項の規定による給料を

支給する職員に対する第19条第6項(第20条

第4項において準用する場合を含む。)の規定

の適用については、同項中「給料の月額」と

あるのは、「給料の月額と附則第42項(附則

第43項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。)、第44項又は第45項の規定によ

る給料の額との合計額」とする。 

 47 附則第40項から前項までに定めるものの

ほか、附則第40項の規定による給料月額、附

則第42項の規定による給料その他附則第40

項から前項までの規定の施行に関し必要な

事項は、規則で定める。 

別表第1(第3条関係) 別表第1(第3条関係) 

行政職給料表 行政職給料表 

(その1) (その1) 

(単位 円) (単位 円) 

【別記1 参照】 【別記1 参照】 

備考 (略) 備考 (略) 

消防職給料表 消防職給料表 

(その2) (その2) 

(単位 円) (単位 円) 

【別記2 参照】 【別記2 参照】 

備考 (略) 備考 (略) 

医療職給料表(一) 医療職給料表(一) 

(その3) (その3) 

(単位 円) (単位 円) 

【別記3 参照】 【別記3 参照】 

備考 (略) 備考 (略) 

医療職給料表(二) 医療職給料表(二) 

(その4) (その4) 

(単位 円) (単位 円) 

【別記4 参照】 【別記4 参照】 

備考 (略) 備考 (略) 

別表第5(第26条関係) 別表第5(第26条関係) 

月額報酬表 月額報酬表 

表 (略) 表 (略) 

備考 備考 

1 (略) 1 (略) 



2 採用時における年齢が60歳を超える者

の報酬月額は、この表によることなく 

156,600円 

 とする。ただし、備考1により報

酬月額を定める職種については、別に任

命権者が定める額とする。 

2 採用時における年齢が60歳以上の  者

の報酬月額は、この表によることなく 

他の職員との均衡を考慮し任命権者が

定める額とする。 

 

 



【別記1】 

(現行) 

職 員 の

区分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

再 任 用

職員 

 

 

以 外 の

職員 

再 任 用

職員 

 

  

 187,700 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900

 

(改正案) 

職 員 の

区分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 以 外

の職員 

定 年 前

再 任 用

短 時 間

勤 務 職

員 

 187,700 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800 389,900

 



【別記2】 

(現行) 

職員の

区分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 

再任用

職員 

 

 

 以外

の職員 

再任用

職員 

 

 

 

 187,700 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800

 

(改正案) 

職員の

区分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 187,700 255,200 274,600 289,700 315,100 356,800

 



【別記3】 

(現行) 

職員の区

分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 

再任用職

員 

 

 以外の

職員 

再任用職

員 

 

 

 296,200 338,600 393,000 466,000

 

(改正案) 

職員の区

分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 

定年前再

任用短時

間勤務職

員以外の

職員 

定年前再

任用短時

間勤務職

員 

 296,200 338,600 393,000 466,000

 



【別記4】 

(現行) 

職員の

区分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 

再任用

職員 

 

 

 以外

の職員 

再任用

職員 

 

 

 

 235,100 272,800 289,100 326,200 346,100 370,600 

 

(改正案) 

職員の

区分 

職務の級

 

号給 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 235,100 272,800 289,100 326,200 346,100 370,600 

 

 



宝塚市職員の特殊勤務手当に関する条例(昭和35年条例第16号)新旧対照表（第8条による改正関

係） 

現行 改正案 

(手当の減額) (手当の減額) 

第5条 （略） 第5条 （略） 

2 （略） 2 （略） 

3 地方公務員法(昭和25年法律第261号)第28

条の5第1項に規定する短時間勤務の職を占

める職員及び宝塚市一般職の職員の給与に

関する条例第25条に規定する会計年度任用

職員に対する第1項の規定の適用について

は、同項第1号中「8日以上」とあるのは「そ

の月の現日数から勤務を要しない日の日数

(その月の中途において新たに採用された職

員その他の市長の定める職員にあっては、市

長の定める日数)を差し引いた日数(以下こ

の項において「要勤務日数」という。)に8

を常勤職員の要勤務日数を考慮して市長の

定める日数(以下この項において「市長の定

める数」という。)で除して得た数を乗じて

得た日数(その日数に1日未満の端数がある

ときは、これを四捨五入して得た日数。以下

この項において同じ。)以上」とし、同項第2

号中「13日以上」とあるのは「要勤務日数に

13を市長の定める数で除して得た数を乗じ

て得た日数以上」とし、「18日以上」とある

のは「要勤務日数に18を市長の定める数で除

して得た数を乗じて得た日数以上」とする。 

3 地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22

条の4第3項に規定する定年前再任用短時間

勤務職員及び宝塚市一般職の職員の給与に

関する条例第25条に規定する会計年度任用

職員に対する第1項の規定の適用について

は、同項第1号中「8日以上」とあるのは「そ

の月の現日数から勤務を要しない日の日数

(その月の中途において新たに採用された職

員その他の市長の定める職員にあっては、市

長の定める日数)を差し引いた日数(以下こ

の項において「要勤務日数」という。)に8

を常勤職員の要勤務日数を考慮して市長の

定める日数(以下この項において「市長の定

める数」という。)で除して得た数を乗じて

得た日数(その日数に1日未満の端数がある

ときは、これを四捨五入して得た日数。以下

この項において同じ。)以上」とし、同項第2

号中「13日以上」とあるのは「要勤務日数に

13を市長の定める数で除して得た数を乗じ

て得た日数以上」とし、「18日以上」とある

のは「要勤務日数に18を市長の定める数で除

して得た数を乗じて得た日数以上」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宝塚市水道事業及び下水道事業の職員の給与の種類及び基準に関する条例(昭和41年条例第48号)

新旧対照表（第9条による改正関係） 

現行 改正案 

(給与の種類) (給与の種類) 

第2条 企業職員で、常時勤務を要するもの及

び地方公務員法(昭和25年法律第261号)第28

条の5第1項に規定する短時間勤務の職を占

める職員 

 (以下「職員」と

いう。)の給与の種類は、給料及び手当とす

る。 

第2条 企業職員で、常時勤務を要するもの及

び地方公務員法(昭和25年法律第261号)第22

条の4第3項に規定する定年前再任用短時間

勤務職員(第13条の2において「定年前再任用

短時間勤務職員」という。)(以下「職員」と

いう。)の給与の種類は、給料及び手当とす

る。 

2・3 （略） 2・3 （略） 

(扶養手当等に関する規定の適用除外) (扶養手当等に関する規定の適用除外) 

第13条の2 第5条、第5条の3及び第6条の2の規

定は、地方公務員法第28条の4第1項、第28

条の5第1項又は第28条の6第1項若しくは第2

項の規定により採用された職員には適用し

ない。 

第13条の2 第5条、第5条の3及び第6条の2の規

定は、定年前再任用短時間勤務職員 

 

 には適用し

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



宝塚市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例(平成17年条例第22号)新旧対照表（第10

条による改正関係） 

現行 改正案 

(給与の種類) (給与の種類) 

第2条 企業職員で常時勤務を要するもの(地

方公務員法(昭和25年法律第261号)第3条第3

項第3号に規定する臨時の特別職を除く。)

及び同法第28条の5第1項に規定する短時間

勤務の職を占める職員 

 (以下

「職員」という。)の給与の種類は、給料及

び手当とする。 

第2条 企業職員で常時勤務を要するもの(地

方公務員法(昭和25年法律第261号)第3条第3

項第3号に規定する臨時の特別職を除く。)

及び同法第22条の4第3項に規定する定年前

再任用短時間勤務職員(第18条において「定

年前再任用短時間勤務職員」という。)(以下

「職員」という。)の給与の種類は、給料及

び手当とする。 

2・3 （略） 2・3 （略） 

(扶養手当等に関する規定の適用除外) (扶養手当等に関する規定の適用除外) 

第18条 第5条、第7条及び第9条の規定は、地

方公務員法第28条の4第1項、第28条の5第1

項又は第28条の6第1項若しくは第2項の規定

により採用された職員には適用しない。 

第18条 第5条、第7条及び第9条の規定は、定

年前再任用短時間勤務職員 

 

 には適用しない。 

 

 



 

都市経営会議資料 

総務部人事室給与労務課 

 

 

地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の改正概要 

 

 

１ 改正理由 

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）により、国家公務員に準

じて地方公務員の定年年齢が現行の６０歳から６５歳まで段階的に引き上げられること

を踏まえ、職員の定年に達する年齢、管理監督職員の処遇等の人事制度及び給与制度等の

勤務条件について、条例に規定する必要があることから、関係する各条例について所要の

改正を行う。 

 

２ 主な改正内容 

 ※以下、この条例（地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に

関する条例）を「一括改正条例」と、改正後の宝塚市職員の定年等に関する条例を「新

定年条例」と、改正後の宝塚市一般職の職員の給与に関する条例を「新給与条例」とい

う。 

（１）宝塚市職員の定年等に関する条例 

ア 定年年齢の引き上げ（新定年条例第３条） 

 令和５年度から定年年齢を２年に１歳ずつ段階的に引き上げ、令和１３年度から

は６５歳を定年年齢とする（詳細は別紙１のとおり）。 

 

イ 管理監督職勤務上限年齢（新定年条例第６条から第８条） 

組織の新陳代謝の確保及び組織活力の維持のため、管理職手当の支給対象である

副課長級以上の職について、管理監督職勤務上限年齢制度（以下「役職定年制度」と

いう。）を導入し、６０歳を上限年齢とする。６０歳に達した管理監督職員は、６０

歳に達した日から次年度の４月１日までの間に降任を行う。ただし、医師及び歯科医

師については現行の定年年齢が６５歳であり、６５歳まで管理監督職として任用し

ていることを踏まえて役職定年制度の対象外とする。 

なお、降任の際は、原則として非管理監督職の最上位（係長級）に格付ける。 

 

 ウ 役職定年制度の特例（新定年条例第９条及び第１０条） 

 （ア）６０歳に達した管理監督職員であっても、次に該当する場合は、引き続き当該管

理職員として１年を超えない範囲で特例として任用できる。なお、本特例任用は最



 

大２回まで延長することができるため、最長３年間任用できる。 

 ａ 当該職が高度の知識や経験を要し、職員を降任させることによる欠員を容易に

補充できないとき 

 ｂ 勤務環境その他の勤務条件に特殊性があり、職員を降任させることによる欠員

を容易に補充できないとき 

 ｃ 担当職員の交替が業務遂行上重大な障害となる事情があり、公務の運営に著し

い支障が生じるとき 

 

（イ）６０歳に達した管理監督職員であっても、特定管理監督職群（職務の内容が相互

に類似する複数の管理監督職で、これらの欠員を容易に補充することができない年

齢別構成その他の特別の事情がある管理監督職をいう。）の職にある場合で、当該特

定管理監督職群の適性を有する職員が不足する等の事情があるときは、１年を超え

ない範囲で特例として任用できる。なお、本特例任用は延長することができ、最長

５年間行える。 

 

 

 

 

 

 

 

エ 定年前再任用短時間勤務制度（新定年条例第１２条） 

定年引上げにより、６５歳まで正規職員としてフルタイムで勤務することを原則

とするが、職員の多様な働き方のニーズに対応するため、６０歳以降に退職した職員

を、本人の意向を踏まえ、短時間勤務（週３１時間勤務相当）の職で再任用すること

ができる。 

新たな任用であるため、人事評価及び勤務実績等による能力の実証を要する。 

任期は、正規職員の定年退職日に当たる日までとし、勤務時間、給与の仕組み等は、

現行の再任用制度と同様とする。 

 

 オ 暫定再任用制度（一括改正条例附則第６条及び第７条） 

 令和５年４月１日時点で再任用職員である職員及び、移行期間中に６４歳以下で

定年となった職員は、本人の希望により現行の再任用職員と同様の勤務条件で「暫定

再任用職員」として任用することができる。 

 暫定再任用職員はフルタイムと短時間（週３１時間勤務相当）を選択できる。 

 新たな任用であるため、人事評価又及び勤務実績等による能力の実証を要する。 

⇒６０歳以降であっても、アに該当する場合は最大３年間管理監督職として任用

することができ、イに該当する場合は最大５年間（定年退職まで）任用すること

ができる。特例任用の場合はあらかじめ職員の同意が必要となる。 



 

 任期は１年間を超えない範囲で、６５歳となる年度の年度末まで延長することが

できる。 

 

 カ 情報提供及び勤務の意思の確認（新定年条例附則第５項） 

 定年引き上げに関する勤務条件等について、職員が５９歳となる年度に情報提供

を行い（当該年齢の職員向けに説明会を実施する予定）、６０歳以降の勤務の意思を

確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）宝塚市一般職の職員の給与に関する条例 

ア ６０歳に達した職員の給与等について（新給与条例附則第４０項から４５項） 

（ア）当分の間、職員が６０歳に達した年度の翌年度以降の給料月額は、原則として当

該職員の給料表の格付に応じた額の７割（１００円未満の端数については５０円

以上を切り上げ、５０円未満を切り捨てる。）の額とする。 

 

 

 

定年前再任用と暫定再任用（現行の再任用）の相違点としては、勤務時間と任期

の２点となる。 

暫定再任用はフルタイム勤務と短時間勤務を選択できるが、定年前再任用は短時

間勤務（週３１時間勤務相当）のみとなる。 

暫定再任用は１年更新であるが、定年前再任用は定年退職相当日の年度末までの

任期となる。 



 

（イ）役職定年制度により降任する管理監督職員については、降任後の格付に応じた額

の７割の額が、降任の前日の格付に応じた額の７割の額に達しない場合は、差額分

を「管理監督職員上限年齢調整額」として支給する。 

 

 

 

 

（ウ）地域手当、扶養手当、住居手当、期末手当、勤勉手当等は６０歳以前の常勤職員

と同様に支給する。期末勤勉手当の基礎額は、上記イの管理監督職員上限年齢調整

額を含む。 

 

（エ）新定年条例第９条第１項及び第２項の規定（本資料２（１）③ア）に該当して特

例任用する職員については、給料の７割措置は適用しない。 

 なお、新定年条例第９条第３項及び第４項の規定（本資料２（１）③イ）に該当

して特例任用する職員については、給料の７割措置を適用する。 

 

イ 退職手当について（条例外） 

国家公務員の取扱いに準じて、本市が加入している兵庫県市町村職員退職手当組

合において対応する。現時点では以下のとおり想定している。 



 

 

 

 なお、退職手当の支給は定年退職のときとなるが、定年前再任用短時間勤務職員を選

択した場合は、定年前再任用短時間勤務職員として任用を開始するときに支給する。 

 また、当分の間、６０歳に達した日以後に自己都合で退職する場合は、定年年齢に達

していない場合であっても定年退職における支給率を適用する。 

 

ウ 定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員の給与 

 （ア）給料月額は、現行の再任用職員の給料月額と同額とする。（新給与条例別表第１

及び一括改正条例附則第１７条） 

 （イ）各種手当の支給は現行の再任用職員と同じとし、扶養手当及び住居手当は支給し

ない。期末手当及び勤勉手当の支給月数も現行の再任用職員と同じとする。（新給

与条例第１９条第４項、第２０条第３項及び第２２条の３） 

 

 エ 月額で報酬を定める会計年度任用職員の報酬 

 月額で報酬を定める会計年度任用職員については、常勤職員の取扱いと同様に、６

０歳に達した年度の翌年度以降の報酬を、常勤職員の定年年齢に達する年度までは

当該職員の報酬表の格付に応じた額の７割（１００円未満の端数については５０円

以上を切り上げ、５０円未満を切り捨てる。）の額とし、定年年齢に達した年度の翌

年度以降は現行の６０歳を超えた職員に適用している報酬月額とする。 

 

３ 施行日 

 令和５年４月１日（職員への情報提供及び勤務の意思の確認制度に関する規定は公布

の日） 



別紙１　定年引き上げスケジュール 都市経営会議資料

総務部給与労務課

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度

（2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度） （2026年度） （2027年度） （2028年度） （2029年度） （2030年度） （2031年度） （2032年度）

※定年退職無し ※定年退職無し ※定年退職無し ※定年退職無し ※定年退職無し ※制度完成

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

再任用満了

59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年 再任用満了

58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年 再任用満了

57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年 再任用満了

56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年 再任用満了

55歳 56歳 57歳 58歳 59歳 60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年

昭和41年度
（1966年度）

S41.4.2～S42.4.1

昭和37年度
（1962年度）

S37.4.2～S38.4.1

昭和42年度
（1967年度）

S42.4.2～S43.4.1

昭和39年度
（1964年度）

S39.4.2～S40.4.1

昭和40年度
（1965年度）

S40.4.2～S41.4.1

60歳 61歳 62歳 63歳 64歳 65歳

定年

昭和38年度
（1963年度）

S38.4.2～S39.4.1

定年年齢

暫定再任用

暫定再任用

暫定再任用

暫定再任用

暫定再任用

定年前再任用可

定年前再任用可

定年前再任用可

定年前再任用可

定年前再任用可

生年月日


